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38  特許・実用新案  令和２年度 問題４ 
  

 
 
 
 

   
   

 
 特許法第 29 条の２（いわゆる拡大された範囲の先願）及び第 39 条（先願）

に関し、次の(ｲ)～(ﾎ)のうち、正しいものは、いくつあるか。 

 ただし、特に文中に示した場合を除いて、特許出願は、外国語書面出願、

国際出願に係る特許出願、特許出願の分割に係る新たな特許出願、出願の変

更に係る特許出願又は実用新案登録に基づく特許出願ではなく、取下げ、放

棄又は却下されておらず、査定又は審決が確定しておらず、いかなる補正も

されておらず、いかなる優先権の主張も伴わないものとする。 

 なお、特に文中に示した場合を除いて、発明については、いずれも出願人

が自らした発明とする。 

 

(ｲ) 甲は、特許請求の範囲に発明イが記載された特許出願Ａを出願し、乙は、

特許請求の範囲に発明イが記載された特許出願Ｂを出願Ａと同日に出願し

た。甲と乙の協議が成立しない場合、特許庁長官が行う公正な方法による

くじにより定めた一の特許出願人のみが特許を受けることができる。 

(ﾛ) 甲は、特許請求の範囲に発明イが記載された特許出願Ａを出願したが、

出願Ａの明細書には、発明イに加えて、乙から直接知得した発明ロが従来

の技術の説明として記載されるとともに、発明ロの発明者は乙である旨、

記載されていた。その後、出願Ａは出願公開された。一方、乙は、出願Ａ

の出願の日からその出願公開の日までの間に、発明ロについて特許出願Ｂ

をした。 

  この場合、出願Ｂは、出願Ａに発明ロが記載されていることを理由に、

出願Ａをいわゆる拡大された範囲の先願として拒絶されることはない。 

(ﾊ) 甲は、発明イについて特許出願Ａをした後、出願Ａを基礎とする特許法

第 41 条第１項の規定による優先権の主張を伴う発明イ及び発明ロについ

ての特許出願Ｂをした。出願Ａは、特許法第 42 条第１項の規定により取り

下げられたものとみなされ、出願公開されることはなかった。乙は、出願

Ｂの出願の日からその出願公開の日までの間に、発明ロについて特許出願

Ｃをした。 

  出願Ｃは、出願Ｂがいわゆる拡大された範囲の先願であることを理由と

して拒絶されることはない。 

(ﾆ) 甲は、特許請求の範囲に発明イが記載された特許出願Ａを出願し、乙は、

特許請求の範囲に発明イが記載された特許出願Ｂを出願Ａと同日に出願し

た。出願Ａは出願審査の請求がされたが、出願Ｂは出願審査の請求をする

ことができる期間内に出願審査の請求がされず、取り下げたものとみなさ

れた。 
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  この場合、甲と乙とは協議をすることができないから、出願Ａは出願Ｂ

と同日の特許出願であることを理由として拒絶をすべき旨の査定がされ

る。 

  ただし、乙には、出願Ｂについて出願審査の請求をすることができなか

ったことについて正当な理由はないものとする。 

(ﾎ) 甲は、特許請求の範囲に発明イが記載され、明細書に発明イと発明ロが

記載された特許出願Ａを出願した。その後、出願Ａは、特許をすべき旨の

査定がされ、出願公開されることなく、特許掲載公報が発行された。乙は、

出願Ａの出願の日からその特許掲載公報発行の日までの間に、特許請求の

範囲に発明ロが記載された特許出願Ｂをした。 

  この場合、出願Ｂは、出願Ａがいわゆる拡大された範囲の先願であるこ

とを理由として拒絶されることがある。 

 

１ １つ 

２ ２つ 

３ ３つ 

４ ４つ 

５ ５つ 
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38  特許・実用新案  29 条の２・39 条  ２ 

 

(ｲ) × 
  39 条２項 
  同一の発明イについて、同日に特許出願Ａ及び出願Ｂがされ、甲と乙の
協議が成立せず、又は協議をすることができないときは、いずれも、その
発明イについて特許を受けることはできない（39 条２項）。なお、くじに
よることとしているのは、商標登録出願である（商８条５項）。したがって、
甲と乙の協議が成立しない本肢においては、いずれも特許を受けることが
できない。 

(ﾛ) 〇 
  29 条の２ 
  後願の出願後に特許掲載公報の発行、出願公開等された先願の願書に最
初に添付した明細書等に記載されている発明又は考案と同一発明について
の後願は拒絶される旨を規定した 29 条の２は、かっこ書でその発明又は
考案をした者が当該特許出願に係る発明の発明者と同一の者である場合に
おけるその発明を除くとしている。本肢では、発明ロの発明者と後願であ
る出願Ｂの出願者は乙で、同一である。したがって、同 29 条の適用はな
い。 

(ﾊ) × 
  29 条の２、49 条２号 
  先願Ｂの出願後に後願Ｃが出願され、Ｃの出願後にＢが出願公開されて
いる。したがって、Ｃは、Ｂの存在を理由として 29 条の２により拒絶され
る（49 条２号）。 

(ﾆ) × 
  39 条５項 
  特許出願が取り下げられたときは、39 条１項から４項までの規定の適用
については、初めからなかったものとみなされる（39 条５項）。乙の出願
Ｂは出願審査の請求がされず、正当な理由もなく、取り下げたものとみな
されている（48 条の３第４項・５項）。したがって、39 条２項の適用がな
く、拒絶査定はなされないため、拒絶をすべき旨の査定がされるとはいえ
ない。 

(ﾎ) 〇 
  29 条の２、49 条２号 
  (ﾛ)の解説のとおり、出願Ｂは、先願である出願Ａの願書に添付された明
細書に記載された発明と同一であるから、いわゆる拡大された範囲の先願
（29 条の２）にあたる。そこで、出願Ｂは、先願である出願Ａの存在を理
由に、出願拒絶がなされることがある（49 条２号）。 
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